
【別冊】

記者会見資料 　令和５年１２月５日

【補正予算の特徴】

　
　 【予算規模】

【一般会計補正予算額の款別分類】

(歳入) (歳出)

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

合計 千円 合計 千円

【一般会計補正後の款別分類】

(歳入) （単位：千円） (歳出) （単位：千円）

606,113

国庫支出金

繰越金

県支出金

諸収入

その他

379,833

198,394

16,643

7,983

3,260 42,816

606,113

災害復旧費

その他

31,121

37,227

90,797

404,152民生費

商工費

衛生費

6,625,395△ 302,346

一般会計 24,843,730 606,113

令和５年１２月氷見市議会定例会　補正予算（案）の概要について

区分 補正前の額 補正予算額 補正後の額

43,468,461

氷 見 市

316,616 43,785,077

12,849

　１２月補正予算（案）は、長期化する物価高の影響を受ける生活者や子育て世帯に対
する支援や、地域内の消費拡大と経済循環の促進を図るほか、事業者に対して、当初予
算に計上している支援内容を拡充するなどして、事業活動の安定・継続を支援します。
また、令和５年７月から８月に発生した豪雨に伴う農地・農業用施設への復旧等に係る
経費などを計上し、一般会計では補正予算額が６０６，１１３千円の増額となります。

11,709,839特別会計

計

《主な事業等》
Ⅰ 物価高対策（生活者支援）
　　物価高対応重点支援給付金支給事業費、子育て家庭支援給付金支給事業費
　　物価高対策消費拡大支援事業費
Ⅱ 物価高対策（事業者支援）
　　障害福祉サービス事業者物価高対策支援事業費及び介護サービス事業者物価高対策支援事業費
　　民間保育所等物価高対策支援事業費
　　交通等事業者原油高対策支援事業費及び貨物運送事業者原油高対策支援事業費
　　農業経営持続支援事業費及び畜産業経営持続支援事業費、漁業経営持続支援事業費
Ⅲ 豪雨災害に伴う災害復旧
　　現年農地施設災害復旧事業費（補助）

11,696,990

25,449,843

事業会計

（単位：千円）

6,927,741

地方交付税
6,655,176

市税
5,196,976

国庫支出金
4,008,007

県支出金
1,909,515

市債
1,784,249

繰入金
1,441,489

その他
4,454,431

民生費
6,852,274

衛生費
3,778,243総務費

3,214,045

土木費
2,467,270

公債費
2,446,886

教育費
2,294,850

その他

4,396,275
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Ⅰ 物価高対策（生活者支援）

千円
千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月

令和５年度

１ 物価高対応重点支援給付金支給事業費 300,000
財 源 内 訳 国庫支出金 300,000

長引く物価高騰による家計負担の影響が大きい低所得世帯（住民税非課税世帯等）
に対して、国の経済対策に呼応し、追加の給付金を支給します。

【対象世帯】 令和５年度住民税非課税世帯及び家計急変世帯 約４，２００世帯

【給付金の額】 １世帯当たり７万円

【支給方法】

ア 住民税非課税世帯 プッシュ型（申請不要）給付とし、２月末から振込開始

イ 家計急変世帯 申請に基づき３月以降振込開始

【事 業 費】 ３００，０００千円

ア 給付金 ２９４，０００千円（７万円×４，２００世帯）

イ 事務費 ６，０００千円（データ抽出・窓口業務委託等）

【 財 源 】 国庫支出金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

物価高の長期化の影響を受ける生活者支援として、低所得世帯（住民税非課税世帯等）

を対象に給付金を支給し、家計への負担軽減を図ります。

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：福祉介護課 0766-74-8111

対象世帯への

通知・振込
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Ⅰ 物価高対策（生活者支援）

千円
千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月

令和５年度

２ 子育て家庭支援給付金支給事業費 51,200
財源内訳 国庫支出金 51,200

【対 象 者】 氷見市に住所を有する１８歳以下の児童・生徒 約５，０５０人

ア 平成１７年４月２日から令和５年９月３０日までに出生した児童・生徒で、

令和５年１０月１日時点において、氷見市の住民基本台帳に登録されている者

イ 令和５年１０月１日から令和６年３月３１日までに出生した児童で、氷見市の

住民基本台帳に登録されている者

ウ 平成１７年４月２日から令和６年３月３１日までに出生した児童・生徒で、

令和５年１０月２日以降に氷見市に転入し、氷見市の住民基本台帳に登録され

ている者

【給付金の額等】 児童・生徒１人当たり １万円

ア 児童手当、児童扶養手当、令和５年度子育て応援給付金等の支給事業において

市が口座を把握している世帯については、プッシュ型で支給し、それ以外の世

帯については、申請に基づき随時支給。

イ 申請期限 令和６年２月２９日（令和６年２・３月生まれの新生児、２・３月

転入の対象者は令和６年４月３０日）

【事 業 費】 ５１，２００千円

ア 給 付 金 ５０，５００千円（１万円×５，０５０人）

イ 事務費等 ７００千円（郵便料・振込手数料等）

【 財 源 】 国庫支出金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

物価高の長期化の影響を受ける生活者支援として、０歳から１８歳までの児童・生徒

を持つ世帯を対象に給付金を支給し、子育て家庭の負担軽減を図ります。

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：子育て支援課 0766-74-8117

プッシュ型支給対象者

プッシュ型以外の支給対象者

への案内・申請受付・振込
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Ⅰ 物価高対策（生活者支援）

千円
千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月

令和５年度

３ 物価高対策消費拡大支援事業費 31,400
財 源 内 訳 国庫支出金 31,400

目 的

氷見商工会議所が発行する地域電子通貨「ひみＰａｙ」の利用者が、ポイント還
元期間中に「ひみＰａｙ」を使用して消費活動を行った際に、利用ポイントの２０％
分相当のポイントを還元して付与します。

【還元額等】
ア １人当たりのポイント還元上限 ６，０００ポイント（１ポイント１円相当）
イ 還元ポイント総額 ２７，０００千円分（還元者数（想定）：４，５００名）

【スケジュール】
ア 令和５年１２月２０日 ポイント還元期間開始
イ 令和６年 １月３１日 ポイント還元期間終了

（還元ポイント総額に達し次第終了）
ウ 令和６年 ２月１５日 還元ポイント使用期間終了

【事 業 費】３１，４００千円
ア 還元ポイント ２７，０００千円（６千円×４，５００人）
イ 事務費等 ４，４００千円（販売手数料・販売委託料等）

【 財 源 】 国庫支出金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

物価高の長期化の影響を受ける市民生活を支援するとともに、地域内の消費拡大と経済

循環の促進を図るため、氷見商工会議所が発行する地域電子通貨「ひみＰａｙ」を利用し

たポイントに応じて２０％のポイント還元を行います。

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：商工振興課 0766-74-8105

ポイント

還元期間

還元ポイント

使用期間
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Ⅱ 物価高対策（事業者支援）

千円

千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月

１ 障害福祉サービス事業者物価高対策支援事業費及び
　 介護サービス事業者物価高対策支援事業費 8,065

財 源 内 訳 国庫支出金 8,065

令和５年度

目 的

１ 障害福祉サービス事業者物価高対策支援事業費（１，１２４千円）
【対象事業者】障害福祉サービス事業所(２１事業者)

令和５年１０月１日時点において、市内に事業所を有し、障害福祉サービス
を行う事業者
（同一法人でも別所在地に事業所がある場合は別事業所として取り扱う。）

【支援金の額】
令和５年９月の利用者数に応じて
ア 入所サービス １人当たり ５，０００円
イ 通所サービス １人当たり １，５００円
※１事業所当たり２５０，０００円を上限とする。

２ 介護サービス事業者物価高対策支援事業費（６，９４１千円）
【対象事業者】介護サービス事業所(３５法人) 、老人ホーム等(９事業者)

令和５年１０月１日時点において、市内に事業所を有し、介護サービス及び
高齢者への住まいの提供サービスを行う事業者［新規］

【支援金の額】
令和５年９月利用実績に対して
ア 入所サービス １人当たり ５，０００円
イ 通所サービス １人当たり １，５００円
ウ 訪問サービス １事業所当たり ２５，０００円
※１法人当たり２５０，０００円を上限とする。
※同一法人において、別所在地に定員５０人以上の入所施設がある場合は、
入所施設ごとに２５０，０００円を上限とする。

※老人ホーム等のサービス付き高齢者向け住宅、住居型有料老人ホーム及び
軽費老人ホームは、入所施設ごとに５００，０００円を上限とする。

【 財 源 】 国庫支出金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

物価高が長期化するなか、障害福祉サービス事業者及び介護サービス事業者の事業活動の

安定・継続を支援するため、昨年度と同程度の物価高対策支援を行います。併せて、対象事

業者に高齢者住宅サービス事業者等を追加して支援します。

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：福祉介護課 0766-74-8113(障害福祉)、8066(介護)

申請受付

支援金支払
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Ⅱ 物価高対策（事業者支援）

千円
千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月

令和５年度

２ 民間保育所等物価高対策支援事業費 2,265
財 源 内 訳 国庫支出金 2,265

目 的

物価高対策として、民間保育所等、放課後児童育成クラブ、とやまっ子さんさん
広場への支援を行います。

【対象事業所】
ア 民間保育所等

・保育所（３園）
・認定こども園（７園）
・事業所保育所等（２園）

イ 放課後児童育成クラブ等［新規］
・放課後児童育成クラブ（２１クラブ）
・とやまっ子さんさん広場（１施設）

【支援金の額】
ア 民間保育所等

令和５年１１月１日現在の各保育所等の定員数に応じて、児童１人当たり
２，０００円（１保育所等当たり上限２５０，０００円）

イ 放課後児童育成クラブ等
令和５年１１月１日現在の各クラブ等の定員（登録児童）数に応じて、
児童１人当たり ４００円

【事 業 費】 ２，２６５千円
ア 民間保育所等分 １，９５６千円
イ 放課後児童育成クラブ等分 ３０９千円

【 財 源 】 国庫支出金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

物価高が長期化するなか、民間保育所等事業者の事業活動の安定・継続を支援するため、

昨年度と同程度の物価高対策支援をします。併せて、対象事業者に放課後児童育成クラブ

運営事業者等を追加して支援します。

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：子育て支援課 0766-74-8116

申請

受付

支援金

支払
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Ⅱ 物価高対策（事業者支援）

千円

千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月

３ 交通等事業者原油高対策支援事業費及び
　 貨物運送事業者原油高対策支援事業費 1,915

財 源 内 訳 国庫支出金 1,915

令和５年度

目 的

１ 交通等事業者原油高対策支援事業費（７９５千円）

【対象事業者】

市内に主たる事業所を有する次の事業者

ア 道路運送法第３条第１号ロに規定する一般貸切旅客自動車運送事業を行う

貸切バス事業者

イ 自動車運転代行業の業務の適正化に関する法律第２条第１項に規定する自動

車運転代行業を行う自動車運転代行業者

【支援金の額】令和６年１月１日現在の保有台数に応じて支援

ア 乗車定員１０人以下の車両 １台当たり １０，０００円

イ 乗車定員１１人以上の車両 １台当たり ２５，０００円

２ 貨物運送等事業者原油高対策支援事業費（１，１２０千円）

【対象事業者】

次のいずれにも該当する事業者

ア 市内に主たる事業所又は営業所を有する次の事業者

・貨物自動車運送事業法第２条第２項に定める一般貨物自動車運送事業を行う

事業者

・貨物自動車運送事業法第２条第４項に定める貨物軽自動車運送事業を行う事

業者

イ 中小企業基本法第２条第１項に定める中小企業者である事業者

ウ 現に事業を行っている事業者

【支援金の額】令和６年１月１日現在の保有台数に応じて支援

※１事業者当たり５００，０００円を上限とする。

ア 一般貨物自動車 １台当たり １５，０００円

イ 軽貨物自動車 １台当たり １０，０００円

【 財 源 】 国庫支出金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

物価高が長期化するなか、交通等事業者及び貨物運送事業者の事業活動の安定・継続を

支援するため、昨年度と同程度の物価高対策支援を行います。

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：商工振興課 0766-74-8105

申請

受付

支援金支払

-7-



Ⅱ 物価高対策（事業者支援）

千円

千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

令和５年度

事業名

畜産業経営持
続支援事業費

農業経営持続
支援事業費

４ 農業経営持続支援事業費及び
　 畜産業経営持続支援事業費 18,900

財 源 内 訳 国庫支出金 18,900

物価高が長期化するなか、農業者及び畜産業者（牛飼育者）の事業活動の安定・継続を

支援するため、昨年度と同程度の物価高対策支援を行います。併せて、対象事業者に豚飼

育者を追加して支援します。

目 的 お問合せ先：農林畜産課 0766-74-8086

スケジュール

申請受付

支援金支払

支援金

支払

申請受付

１ 農業経営持続支援事業費（１６，９７２千円）

（１）農業経営の持続支援

【対象事業者】 作物を販売している農業者

【支援金の額】 作付けしている農地１０アール当たり１，０００円

（当初予算と合わせて２，０００円）

※１事業者１０アールを控除

【事 業 費】 １５，１２４千円

（補助金１４，７７４千円、事務手数料３５０千円）

（２）農業用電気料金高騰への緊急支援［新規］

【 対象施設 】

ア 氷見市農業協同組合及び農事組合法人大浦営農組合が運営する共同利用施設

イ 大規模生産者が運営する乾燥調製施設

【支援金の額】 令和５年４月～１２月分の電気料金の負担額の増加額の１／２

【事 業 費】 １，８４８千円

２ 畜産業経営持続支援事業費（１，９２８千円）

【対象事業者】 市内畜産農家

【支援金の額】 令和５年２月１日時点の飼養頭数１頭当たり２，５００円

【事 業 費】 １，９２８千円

ア 肉用牛 １，８６５千円（２，５００円×７４６頭）

イ 豚 ６３千円（２，５００円× ２５頭）

【 財 源 】 国庫支出金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

事 業 概 要
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Ⅱ 物価高対策（事業者支援）

千円
千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月

５ 漁業経営持続支援事業費 6,650
財 源 内 訳 国庫支出金 6,650

令和５年度

目 的

（１）漁業経営の持続支援

【対象事業者】 令和４年度に氷見漁業協同組合から漁船の燃料を購入した氷見漁業

協同組合の組合員である市内の漁業者

【支援金の額】 燃料１リットル当たり１０円（当初予算と合わせて２０円）

【事 業 費】 ５，３１０千円

（補助金 ５，１５５千円、事務手数料等 １５５千円）

（２）漁業用電気料金高騰への緊急支援［新規］

【対象施設】

ア 製氷施設及び冷凍冷蔵保管庫

イ 市場及び市営漁港外灯等（事務所を除く。）

【支援金の額】

令和５年４月～９月の電気代上昇分の１／２

令和５年１０月～１２月の電気代上昇分の１／４

【事 業 費】１，９０６千円

ア 製氷施設等分 １，１５８千円

イ 市場等分 ７４８千円

【 財 源 】 国庫支出金 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

物価高が長期化するなか、漁業者の事業活動の安定・継続を支援するため、昨年度と同

程度の物価高対策支援を行います。併せて、対象事業者に氷見漁業協同組合を追加して支

援します。

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：水産振興課 0766-74-8102

申請受付
支援金

交付
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Ⅲ 豪雨災害に伴う災害復旧

千円
千円

千円

千円

千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月

現年農地施設災害復旧事業費（補助） 25,633

財源内訳

県 支 出 金 16,471

地 方 債 9,100

そ の 他 2,250

一 般 財 源

令和５年度

△ 2,188

目 的

【事業内容及び事業費】

【財源】
県支出金 農林水産施設災害復旧費補助金（補助率：農地５０％、施設６５％）
地 方 債 農林施設災害復旧事業債（充当率９０％、交付税算入率９５％）
そ の 他 農林水産施設災害復旧費分担金
一般財源

令和５年７月１２日から１３日及び８月２６日発生の豪雨災害に伴い、農地・農業用施

設に係る復旧を行うほか、西条畑地かんがい土地改良区に対して、水不足に対応するため

のポリタンク等の購入助成金の支援を行います。

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：ふるさと整備課 0766-30-7011

農地・施設の復旧

守山揚水機場仮設工事 仮ポンプ設置

守山揚水機場本復旧工事

設計書作成

　　　　（単位：千円）

地区名 被災内容及び工種 工事費 事務費等 計

上田子地内仮配管1式 469

小竹ほか1地内仮配管1式 4,070

揚水機場仮設備工事 10,677
西条畑地かんがい土地改良区 組合員ポリタンク等購入助成支援 814 814

105,574 28,387 133,961

81,852 26,476 108,328

23,722 1,911 25,633

現計予算額②

補正額①－②

仏生寺(上中)ほか４地区

農地（田）２箇所
農業用施設（水路）１箇所
農業用施設（道路）１箇所
（坪池地内ため池復旧工事も含む）

90,358

27,573

高岡市守山（揚水機場）

133,147

計①
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○その他の事業

・ 千円

・ 千円

・ 千円

・ 創業・継業支援事業費 千円

・ 定住促進住宅団地造成事業費補助金 千円

 物価高対策事業

 当初予算 98,626

 ４月専決 124,638

 ６月補正 203,549

１２月補正 420,395

△ 30,961 （事業費の精算）

 累　　計 816,247

お問合せ先

　財務課財政担当　担当者名：高野　　（電話）0766-74-8015

人件費補正 49,870

　富山県人事委員会より示された給与勧告に基づき、関連条例の改正を１２月議会に提案し、県と同様の給与改
定を行います。

生活路線バス維持対策事業費 47,436

　生活路線バス維持のため、運行事業者の加越能バス株式会社に対して、氷見市路線対策費特別補助金等交付要
綱及び氷見市地域内フィーダー系統確保維持費補助金交付要綱に基づき、補助金を交付します。

8,508

　本格的なアフターコロナの時代となり、市内での創業やまちなかでの新規出店の機運が高まっていることか
ら、創業者等が増加してきており、創業支援事業補助金及びまちなか空き店舗等出店支援補助金の申請件数の増
が見込まれるため、増額補正を行います。

国庫補助金等返還金 86,325

　令和４年度事業等の精算に伴い、返還が必要となった国庫補助金等を返還します。

5,000

　住宅団地造成事業者に対し公共施設（道路や上水道など）の整備に要する経費の一部を補助し、住環境の整備
の促進に寄与するとともに定住人口の増加を図り、活力あるまちづくりを推進します。

(参考）主要事業の事業費累計について

千円

千円

千円

千円

千円

千円
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（１）　一般会計

☆新規事業　　○物価高対策 (単位：千円)

補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課

1,073 212,889

議員報酬手当等 1,013 148,474 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

職員給与費 59 42,091 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

会計年度任用職員給与費 1 10 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

26,464 3,214,045

防災対策事業費 節区分補正 20,489
防災行政テレホンサービスの通信運搬費と無線電
波利用負担金に不足が生じることから、節区分補
正を行うもの。

地域防災課

防災力向上事業費
節区分補正
財源補正

15,413 給与改定等に伴う人件費補正 地域防災課

文書管理費 節区分補正 34,944
全庁業務におけるコピー等事務用消耗品費が不足
することから、節区分補正を行うもの。

総務課

一般事務費（人事管理費） 322 1,304

令和６年度から会計年度任用職員に勤勉手当を支
給することが可能となったことから、任用通知書様
式を修正する必要があるため、人事給与システムを
改修するもの。

総務課

統計調査員報酬 63 2,702 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

周期統計調査費 △ 72 917
給与改定等に伴う人件費補正及び統計調査費委
託金の交付決定に伴う減額補正

総務課

一般事務費（税務総務費） 115 43,147 給与改定等に伴う人件費補正 税務課

市税還付金 2,700 21,700
法人市民税及び市県民税の修正申告等により、還
付金の不足が見込まれるため、増額補正するもの。

税務課

住民基本台帳ネットワ－クシ
ステム管理費

165 3,071
年末に終了する住民基本台帳ネットワーク機器保
守委託について、年度末まで機器保守契約を延長
するために増額補正するもの。

市民課

番号制度対応システム改修
事業費

3,212 12,666

「行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律等の一部を改正する
法律」(令和５年６月制定)に伴い、戸籍の氏名に振
り仮名を追加する必要があるため、システム改修す
るもの。

市民課

個人番号通知書・個人番号
カード関連事務委任事業費

節区分補正 28,288 給与改定等に伴う人件費補正 市民課

防犯対策費 266 1,766
防犯カメラ設置補助金の申請件数の増に伴い、増
額補正するもの。

環境防犯課

浅野総一郎翁ゆかり都市交
流推進事業費

500 5,019
「浅野総一郎翁事績顕彰地シンポジウムｉｎ氷見」及
び台湾高雄市での「ひみぶり交流会」の事業内容
の変更に伴い、増額補正するもの。

観光交流課

交通安全施設整備事業費 △ 640 16,974
社会資本整備総合交付金の交付決定に伴う減額
補正

道路課

☆
定住促進住宅団地造成事業
費補助金

5,000 5,000
氷見市定住促進住宅団地造成事業補助金交付要
綱に基づき、柳田地内において住宅団地を造成す
る事業者に対して補助金交付するもの。

都市計画課

令和５年度１２月補正予算（案）の事業概要

事業名

２　総務費

１　議会費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

特別職給与費 217 29,149 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

職員給与費 7,433 722,731 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

会計年度任用職員給与費 7,128 128,305 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

市町村職員退職手当事務負
担金

55 328,900 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

404,152 6,852,274

介護保険特別会計繰出金 5,576 980,346

人件費補正に伴う繰出金の補正、令和６年３月分
の介護事業者支援システムのリース及び令和６年
度４月施行の介護保険制度改正に伴うシステム改
修に伴う繰出金の補正

財務課

社会福祉事業振興基金積立
金

716 36,346
明治安田生命からの寄附金を社会福祉事業振興
基金に積み立てるもの。

福祉介護課

災害見舞金支給事業費 300 600
令和５年１０月の柳田での火災発生に伴う見舞金の
支給により、災害見舞金に不足が見込まれるため、
増額補正するもの。

福祉介護課

☆
国庫補助金等返還金
（社会福祉総務費）

7,102 7,102
令和４年度生活困窮者就労準備支援事業費補助
金、重層的支援体制整備事業交付金等の確定に
伴う国への返還金

福祉介護課

生活困窮者自立支援事業費 124 39,329 給与改定等に伴う人件費補正 福祉介護課

○
物価高支援給付金支給事業
費

△ 31,558 263,488 事業費の確定による精算 福祉介護課

○
物価高対応重点支援給付金
支給事業費

300,000 300,000
国の補正第１号に伴い、物価高対策として住民税
非課税世帯等に対して７万円を追加給付し、生活
者を支援するもの。

福祉介護課

障害者保護対策事業費 1,267 17,808
在宅重度障害者住宅改善費補助金の申請者の増
に伴い、増額補正するもの。

福祉介護課

自立支援事業施行事業費 330 4,314
令和６年度の障害福祉サービス等報酬改定に対応
するため、システム改修を行うもの。

福祉介護課

地域生活支援事業費 2,033 70,335
日常生活用具（ストマ）の利用者の増に伴い、増額
補正するもの。

福祉介護課

特別障害者手当等支給事業
費

778 15,142
令和５年１月手当額の増額改定及び手当申請相談
者の増に伴い、増額補正するもの。

福祉介護課

☆
国庫負担金等返還金
（心身障害者福祉費）

4,868 4,868
令和４年度障害者自立支援給付費負担金、障害
者医療費負担金等の確定に伴う国・県への返還金

福祉介護課

○
障害福祉サービス事業者物
価高対策支援事業費

1,124 2,231
物価高が長期化するなか、障害福祉サービス事業
者に対して昨年度と同程度の物価高対策支援を行
い、事業活動の安定・継続を支援するもの。

福祉介護課

☆
国庫補助金等返還金
（老人福祉費）

7,638 7,638
令和４年度重層的支援体制整備事業交付金の確
定に伴う国・県への返還金

福祉介護課

地域づくり支援事業費 428 20,085 給与改定等に伴う人件費補正 福祉介護課

包括的相談支援事業費 625 78,841
給与改定等に伴う人件費補正及び令和６年３月分
の介護事業者支援システムリースに伴う増額補正

福祉介護課

○
介護サービス事業者物価高
対策支援事業費

6,941 11,944

物価高が長期化するなか、介護サービス事業者に
対して昨年度と同程度の物価高対策支援を行い、
事業活動の安定・継続を支援するもの。併せて、支
給対象事業者に高齢者住宅サービス事業者等を
追加して支援するもの。

福祉介護課

３　民生費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

☆
国庫負担金等返還金（児童
発達支援サービス支給事業
分）

6,493 6,493
令和４年度障害児入所給付費等負担金、障害児
入所医療費等負担金の確定に伴う国への返還金

福祉介護課

☆
国庫負担金等返還金
（母子福祉費）

94 94
令和４年度障害者医療費負担金、障害者医療費
負担金の確定に伴う国・県への返還金

福祉介護課

☆
国庫負担金等返還金
（生活保護費）

9,217 9,217
令和４年度医療扶助費負担金、介護扶助費負担
金の確定に伴う国への返還金

福祉介護課

社会福祉事業振興基金積立
金

5,000 5,000
氷見市農業協同組合からの寄附金を社会福祉事
業振興基金積立金に積み立てるもの。

子育て支援課

児童手当等支給受託事務費 8 661 給与改定等に伴う人件費補正 子育て支援課

子育て支援サービス普及促
進事業費

48 3,363 給与改定等に伴う人件費補正 子育て支援課

☆
国庫負担金等返還金
（児童措置費）

84 84
令和４年度児童手当交付金の確定に伴う国への返
還金

子育て支援課

保育所運営事業費 556 41,287
給与改定等に伴う人件費補正及びしんまちこども
園の電話回線数の増に伴う使用料金を増額補正

子育て支援課

延長保育促進事業費 2 25,327 給与改定等に伴う人件費補正 子育て支援課

病児・病後児保育事業費 △ 15 30,382 給与改定等に伴う人件費補正 子育て支援課

地域子育てセンター推進事
業費

558 79,427 給与改定等に伴う人件費補正 子育て支援課

子育て支援総合コーディ
ネート事業費

△ 355 5,029 給与改定等に伴う人件費補正 子育て支援課

☆
国庫補助金等返還金
（保育所費）

13,923 13,923
令和４年度子ども・子育て交付金、重層的支援体
制整備事業交付金の確定に伴う国・県への返還金

子育て支援課

保育所等ＩＣＴ化推進事業費 △ 4,772 6,007

公立保育所における事業費の確定及び私立保育
所等の全４園のうち、みどり保育園と上庄保育園が
令和６年度に事業を行うこととなったための減額補
正

子育て支援課

○
民間保育所等物価高対策支
援事業費

2,265 4,209

物価高が長期化するなか、民間保育所等事業者に
対して昨年度と同程度の物価高対策支援を行い、
事業活動の安定・継続を支援するもの。併せて、支
給対象事業者に放課後児童育成クラブ運営事業
者等を追加して支援するもの。

子育て支援課

ひとり親家庭等医療費助成
事業費

12 19,231 給与改定等に伴う人件費補正 子育て支援課

子ども・妊産婦医療費助成事
業費

122 128,624 給与改定等に伴う人件費補正 子育て支援課

☆
国庫負担金等返還金
（母子福祉費）

1,478 1,478
令和４年度新型コロナウイルス感染症セーフティ
ネット強化交付金、児童扶養手当費負担金の確定
に伴う国への返還金

子育て支援課

○
子育て世帯生活支援特別給
付金給付事業費

1,603 29,203 申請件数の増に伴い、増額補正するもの。 子育て支援課

○
子育て世帯応援給付金支給
事業費

△ 1,006 51,005 事業費の確定による精算 子育て支援課

○
子育て家庭支援給付金支給
事業費

51,200 51,200
国の補正第１号に伴い、物価高対策として児童・生
徒一人あたり１万円を支給し、子育て世帯を支援す
るもの。

子育て支援課

☆
国民年金事務費委託金返還
金

1 1
令和４年度年金生活者支援給付金支給業務市町
村事務取扱交付金の確定に伴う国への返還金

市民課

出産子育て応援事業費 31 38,261 給与改定等に伴う人件費補正 健康課
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

職員給与費 5,056 337,231 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

会計年度任用職員給与費 4,257 76,895 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

37,227 3,778,243

水道事業会計繰出金 144 12,681 人件費補正に伴う繰出金の補正 財務課

病院事業会計繰出金 104 880,883
人件費補正に伴う繰出金の補正及び医療施設等
設備整備費補助金の減額に伴う繰出金の補正

財務課

国民健康保険特別会計繰出
金

2,176 317,742 人件費補正に伴う繰出金の補正 財務課

高齢者保健事業費 78 6,025 給与改定等に伴う人件費補正 市民課

健康教育・相談事業費 40 1,981 給与改定等に伴う人件費補正 健康課

予防接種事業費 10 142,901 給与改定等に伴う人件費補正 健康課

☆
国庫補助金等返還金
（予防費）

32,086 32,086
令和３年度繰越の新型コロナウイルスワクチン接種
体制確保事業補助金、感染症予防事業費等補助
金の確定に伴う国・県への返還金

健康課

子育て世代包括支援セン
ター運営事業費

151 5,445 給与改定等に伴う人件費補正 健康課

リサイクルプラザ管理運営事
業費

492 55,609
フォークリフトが故障したことにより、賃貸借により業
務を継続するため、増額補正するもの。

環境防犯課

職員給与費 1,077 173,463 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

会計年度任用職員給与費 869 14,002 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

29,581 1,251,441

人・農地プラン作成事業費 △ 1,360 1,728
人・農地プラン作成事業費補助金の交付決定に伴
う減額補正

農林畜産課

○ 農業経営持続支援事業費 16,972 35,748

物価高が長期化するなか、猛暑等の影響による農
作物の品質・収量の低下を踏まえ、農業者に対し
て昨年度と同程度の物価高対策支援を行い、事業
活動の安定・継続を支援するもの。併せて、支給対
象者に農業協同組合等を追加して支援するもの。

農林畜産課

中山間地域等直接支払事業
費

節区分補正 91,133 委託料の確定による節区分補正 農林畜産課

☆
国庫補助金等返還金
（中山間地域活性化対策費）

3,341 3,341
多面的機能支払推進交付金及び元気な中山間地
域づくり支援事業推進交付金の確定に伴う国・県
への返還金

農林畜産課

○ 畜産業経営持続支援事業費 1,928 3,703

物価高が長期化するなか、畜産業者（牛飼育者）に
対して昨年度と同程度の物価高対策支援を行い、
事業活動の安定・継続を支援するもの。併せて、支
給対象事業者に豚飼育者を追加して支援するも
の。

農林畜産課

○ 漁業経営持続支援事業費 6,650 12,526

物価高が長期化するなか、漁業者に対して昨年度
と同程度の物価高対策支援を行い、事業活動の安
定・継続を支援するもの。併せて、支給対象事業者
に漁業協同組合を追加して支援するもの。

水産振興課

漁港機能増進事業費 節区分補正 28,309 給与改定等に伴う節区分補正 水産振興課

６　農林水産業費

４　衛生費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

県単治山事業費 節区分補正 54,700 事業費の確定に伴う節区分補正 ふるさと整備課

余川川防災ダム管理事業費 節区分補正 12,467 給与改定等に伴う節区分補正 ふるさと整備課

団体営及び県単土地改良事
業費補助金

2,540 11,980

令和５年９月１１日及び１０月１３日発生の西条畑地
かんがい土地改良区管理施設である送水管路の
漏水事故に伴い、緊急修繕の要望を受けたため、
増額補正するもの。

ふるさと整備課

職員給与費 △ 2,548 119,428 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

会計年度任用職員給与費 2,058 35,300 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

90,797 1,553,488

生活路線バス維持対策事業
費

47,436 47,613

生活路線バス路線の維持のため、運行事業者の加
越能バス株式会社に対して、氷見市路線対策費特
別補助金等交付要綱及び氷見市地域内フィー
ダー系統確保維持費補助金交付要綱に基づき、
補助金を交付するもの。

地域振興課

創業・継業支援事業費 8,508 32,146
創業支援事業補助金の申請件数の増、まちなか空
き店舗等出店支援事業補助金の申請件数の増に
伴い、増額補正するもの。

商工振興課

○
交通等事業者原油高対策支
援事業費

795 1,800
物価高が長期化するなか、交通等事業者に対して
昨年度と同程度の物価高対策支援を行い、事業活
動の安定・継続を支援するもの。

商工振興課

○
貨物運送事業者原油高対策
支援事業費

1,120 5,660
物価高が長期化するなか、貨物運送事業者に対し
て昨年度と同程度の物価高対策支援を行い、事業
活動の安定・継続を支援するもの。

商工振興課

○
物価高対策消費拡大支援事
業費

31,400 31,400

国の補正第１号に伴い、物価高対策として「ひみ
Pay」の利用者にプレミアムポイント２０％(最大６千
円分)を還元し、生活者を支援するとともに、地域内
の消費拡大を図るもの。

商工振興課

職員給与費 1,189 128,654 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

会計年度任用職員給与費 349 5,137 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

△ 29,195 2,467,270

下水道事業会計繰出金 776 533,157 人件費補正に伴う繰出金の補正 財務課

道路維持補修事業費 節区分補正 66,900 給与改定等に伴う事業費支弁の人件費補正 道路課

街路リフレッシュ整備事業費 △ 1,150 14,550
社会資本整備総合交付金の交付決定に伴う減額
補正

道路課

道路空間整備事業費 △ 1,100 29,150
社会資本整備総合交付金の交付決定に伴う減額
補正及び給与改定等に伴う事業費支弁の人件費
補正

道路課

消雪施設リフレッシュ事業費 △ 1,880 45,320
社会資本整備総合交付金の交付決定に伴う減額
補正及び給与改定等に伴う事業費支弁の人件費
補正

道路課

地域ぐるみ除排雪促進事業
費

△ 7,796 5,884
富山県地域ぐるみ除排雪促進事業費補助金の交
付決定に伴う減額補正

道路課

除雪機械購入事業費 △ 2,056 32,193
社会資本整備総合交付金の交付決定に伴う減額
補正

道路課

辺地債道路整備事業費 節区分補正 43,400 給与改定等に伴う事業費支弁の人件費補正 道路課

市単道路改良事業費 節区分補正 97,400 給与改定等に伴う事業費支弁の人件費補正 道路課

７　商工費

８　土木費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

社会資本整備総合交付金道
路改良事業費

△ 21,430 188,670
社会資本整備総合交付金の交付決定に伴う減額
補正及び給与改定等に伴う事業費支弁の人件費
補正

道路課

橋りょうリフレッシュ事業費
節区分補正
財源補正

154,570
橋りょう点検の事業費の確定に伴い、橋りょう補修
工事を推進するための節区分・財源補正及び給与
改定等に伴う事業費支弁の人件費補正

道路課

市営住宅営繕費 2,500 5,800
修繕件数の増加により、修繕料に不足が見込まれ
るため、増額補正するもの。

都市計画課

安全・安心とやまの住まい耐
震化促進事業費

100 4,673
危険ブロック塀等除却補助金について、申請件数
の増に伴い、増額補正するもの。

都市計画課

職員給与費 1,168 228,369 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

会計年度任用職員給与費 1,673 30,082 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

4,016 1,092,499

分団車運営費 181 3,960
火災・災害件数の増加により、燃料費の不足が見
込まれるため、増額補正するもの。

消防総務課

職員給与費 3,650 432,155 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

会計年度任用職員給与費 185 2,887 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

10,877 2,294,850

教育文化振興基金積立金 300 306,438
斎藤弥九郎の玄孫にあたる山崎玲子氏からの寄附
金を教育文化振興基金積立金に積み立てるもの。

学校教育課

特別支援スタディ・メイト派遣
事業費

1,280 21,202 給与改定等に伴う人件費補正 学校教育課

小学校備品購入費 2,134 2,634
令和６年度に向けて児童用の机・椅子の必要数を
確保するため、増額補正するもの。

学校教育課

小学校感染症対策事業費 △ 2,234 7,666 事業費の確定による精算 学校教育課

小学校読書活動推進事業費 489 10,559 給与改定等に伴う人件費補正 学校教育課

中学校備品購入費 99 449
令和６年度に向けて生徒用の机・椅子の必要数を
確保するため、増額補正するもの。

学校教育課

中学校感染症対策事業費 △ 404 4,996 事業費の確定による精算 学校教育課

中学校教育振興費 24 5,939 給与改定等に伴う人件費補正 学校教育課

中学校読書活動推進事業費 100 2,107 給与改定等に伴う人件費補正 学校教育課

給食センター管理運営事業
費

210 72,199
コンテナなどの修繕、令和６年度からの給食調理等
業務委託を公募型プロポーザル方式で行うために
必要な経費を増額補正するもの。

学校給食セン
ター

文化財保護環境整備事業費 節区分補正 1,517
「市指定天然記念物余川古寺の桜」の階段の手摺
が破損しており、桜の開花時期までに安全に鑑賞
できるよう修繕を行うもの。

文化振興課

富山大学理学部・氷見市連
携研究室等活用事業費

財源補正 10,188
株式会社ウォーターエージェンシーからの企業版
ふるさと納税の寄附金100万円を充当し、教育文化
振興基金繰入金を減額するもの。

文化振興課

地区公民館管理運営事業費 111 6,819 給与改定等に伴う人件費補正 文化振興課

９　消防費

１０　教育費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

図書館管理運営事業費 567 12,555 給与改定等に伴う人件費補正 図書館

市史資料保存事業費 105 1,457 給与改定等に伴う人件費補正 図書館

職員給与費 633 328,151 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

会計年度任用職員給与費 7,463 173,575 給与改定等に伴う人件費補正 総務課

31,121 224,586

現年林業施設災害復旧事業
費（補助）

5,488 14,998
令和５年７月１１日～１６日発生の豪雨災害に伴い、
林業施設にかかる復旧を行うもの。

ふるさと整備課

現年農地施設災害復旧事業
費（補助）

25,633 133,961

令和５年７月１２日～１３日及び８月２６日発生の豪
雨災害に伴い、農地・農業用施設にかかる復旧を
行うほか、西条畑地かんがい土地改良区に対して、
水不足に対応するためのポリタンク等の購入助成
を行うもの。

ふるさと整備課

（２）　事業会計・特別会計

☆新規事業　　○物価高対策 (単位：千円)

補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課

1,672 2,169,881

配水及び給水費 554 186,648 給与改定等に伴う人件費補正 上下水道課

総係費 884 118,988 給与改定等に伴う人件費補正 上下水道課

増補改良費 234 731,247 給与改定等に伴う人件費補正 上下水道課

36 1,841,994

給与費 36 24,885 給与改定等に伴う人件費補正
病院事業管理
室

有形固定資産購入費 財源補正 279,000
医療施設等設備整備補助金の交付決定に伴う財
源補正

病院事業管理
室

△ 304,054 2,613,520

総係費 776 58,579 給与改定等に伴う人件費補正 上下水道課

建設改良事務費 181 22,802
給与改定等に伴う人件費補正及び防災安全社会
資本整備総合交付金の交付決定に伴う企業債の
財源補正

上下水道課

改築事業費 △ 305,011 329,989
防災安全社会資本整備総合交付金の交付決定に
伴う減額補正

上下水道課

3,743 4,444,663

職員給与費 1,725 52,841 給与改定等に伴う人件費補正 市民課

３　下水道事業会計

４　国民健康保険特別会計

事業名

１　水道事業会計

2　病院事業会計

１１　災害復旧費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

市町村職員退職手当事務負
担金

260 7,182 給与改定等に伴う人件費補正 市民課

一般事務費 191 21,142 給与改定等に伴う人件費補正 市民課

特定保健指導事業費 124 6,622 給与改定等に伴う人件費補正 市民課

保険給付費等交付金償還金 1,423 26,944
令和４年度保険給付費等交付金の確定に伴う県へ
の返還金

市民課

その他償還金 20 21
令和４年度国民健康保険事業費納付金（退職分）
の確定に伴う県への返還金

市民課

9,106 6,451,739

職員給与費（保険事業） 470 40,575 給与改定等に伴う人件費補正 福祉介護課

市町村職員退職手当事務負
担金

185 6,888 給与改定等に伴う人件費補正 福祉介護課

一般事務費 195 12,760 給与改定等に伴う人件費補正 福祉介護課

介護保険システム管理事業
費

6,185 21,724
令和６年４月施行の介護保険制度改正に伴うシス
テム改修

福祉介護課

要介護認定事業費 951 66,029 給与改定等に伴う人件費補正 福祉介護課

職員給与費（新総合事業） 105 7,601 給与改定等に伴う人件費補正 福祉介護課

介護予防・日常生活支援総
合事業費

△ 201 167,593 給与改定等に伴う人件費補正 福祉介護課

包括的支援事業費 203 46,719 給与改定等に伴う人件費補正 福祉介護課

一般会計繰出金 358 28,177
給与改定等に伴う人件費補正及び令和６年３月分
の介護事業者支援システムのリースに伴う増額補
正

福祉介護課

職員給与費（介護サービス事
業）

12 2,312 給与改定等に伴う人件費補正 福祉介護課

介護予防ケアマネジメント事
業費

643 26,138
給与改定等に伴う人件費補正及び令和６年３月分
の介護事業者支援システムのリースに伴う増額補
正

福祉介護課

５　介護保険特別会計
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